
（総則） 

第１条 発注者は、受注者に対して、別添の委託仕様書又は特記仕様書（以下「仕様書」という。）

に掲げる業務（以下「委託業務」という。）を委託し、受注者はこれを受託する。 

２ この契約書に定める請求、通知、申出、承諾及び解除は、書面により行わなければならない。 

３ この契約の履行に関して発注者と受注者間で用いる言語は、日本語とする。 

４ この契約書に定める金銭の支払いに用いる通貨は、日本円とする。 

５ この契約書及び仕様書等における期間の定めについては、この契約書又は仕様書等に特別の定

めがある場合を除き、民法（明治２９年法律第８９号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の

定めるところによるものとする。 

６ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

７ この契約に係る訴訟については、発注者の事務所の所在地を管轄する日本国の裁判所をもって

合意による専属的管轄裁判所とする。 

（法の遵守） 

第２条 発注者及び受注者は、処理業務の遂行にあたって廃棄物の処理及び清掃に関する法律その

他関係法令を遵守するものとする。 

（処理の方法） 

第３条 受注者は、仕様書及び発注者の指示監督に基づいて、委託業務を実施（処理）しなければ

ならない。 

２ 受注者は、仕様書に定めのない事項については、発注者と協議して業務を実施するものとする。 

（委託内容） 

第４条 受注者の事業範囲は以下のとおりであり、受注者はこの事業範囲を証するものとして、許

可証の写しを発注者に提出し、本契約書に添付する。なお、許可事項に変更があったときは、受

注者は速やかにその旨を発注者に通知するとともに、変更後の許可証の写しを発注者に提出し、

本契約書に添付する。 

◎ 収集運搬に関する事業範囲 

〔産廃〕 

許可都道府県・政令市：          許可都道府県・政令市：          

許可の有効期限：          許可の有効期限：          

事 業 範 囲：          事 業 範 囲：          

許 可 の 条 件：          許 可 の 条 件：          

許 可 番 号：          許 可 番 号：          

〔特管〕 

許可都道府県・政令市：          許可都道府県・政令市：          

許可の有効期限：          許可の有効期限：          

事 業 範 囲：          事 業 範 囲：          

許 可 の 条 件：          許 可 の 条 件：          

許 可 番 号：          許 可 番 号：          

２ 発注者が、受注者に収集・運搬を委託する産業廃棄物の種類、数量等は、委託設計書及び仕様

書に定めるとおりとする。 

３ 受注者は、発注者から委託された前項の産業廃棄物を、発注者の指定する次の①から⑥の最終

目的地に搬入する。 

① UBE 三菱セメント株式会社 九州工場黒崎地区 

氏      名：                             
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住      所：                             

許可都道府県・政令市：                             

許可の有効期限：                             

事 業 の 区 分：                             

産業廃棄物の種類：                             



                             

                             

許 可 の 条 件：                             

許 可 番 号：                             

事 業 所 の 名 称： ＵＢＥ三菱セメント株式会社 九州工場黒崎地区                    

所 在 地： 北九州市八幡西区洞南町１番１号                    

 

② UBE 三菱セメント株式会社 九州工場苅田地区 

氏      名：                             
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住      所：                             

許可都道府県・政令市：                             

許可の有効期限 ：                             

事 業 の 区 分 ：                             

産業廃棄物の種類：                             

                                      

許 可 の 条 件 ：                             

許 可 番 号 ：                             

事 業 所 の 名 称： ＵＢＥ三菱セメント株式会社 九州工場苅田地区                    

所 在 地： 福岡県京都郡苅田町松原町１２番地                

 

③ 北九州市環境局 日明工場 

氏      名： 北九州市長 武内和久                  
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住      所： 北九州市小倉北区城内１番１号              

許可都道府県・政令市：                             

許可の有効期限：                             

事 業 の 区 分：                             

産業廃棄物の種類：                             

許 可 の 条 件：                             

許 可 番 号：                             

事 業 所 の 名 称： 北九州市環境局日明工場         

所 在 地： 北九州市小倉北区西港町９６番地の２           

 

④ 北九州市環境局 皇后崎工場 

氏      名： 北九州市長 武内和久                  
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住      所： 北九州市小倉北区城内１番１号              

許可都道府県・政令市：                             

許可の有効期限：                             

事 業 の 区 分：                             

産業廃棄物の種類：                             

許 可 の 条 件：                             

許 可 番 号：                             

事 業 所 の 名 称： 北九州市環境局皇后崎工場       

所 在 地： 北九州市八幡西区夕原町２番１号             

 

⑤ 日明汚泥燃料化センター 



氏      名： 北九州市上下水道局長 持山泰生             
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住      所： 北九州市小倉北区大手町１番１号             

許可都道府県・政令市：                             

許可の有効期限：                             

事 業 の 区 分：                             

産業廃棄物の種類：                             

許 可 の 条 件：                             

許 可 番 号：                             

事 業 所 の 名 称： 北九州市上下水道局日明浄化センター           

所 在 地： 北九州市小倉北区西港町９６番地の３           

 

⑥ 北九州市響灘西地区廃棄物処分場 

氏      名：                             
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名） 

住      所：                             

許可都道府県・政令市：                             

許可の有効期限：                             

事 業 の 区 分：                             

産業廃棄物の種類：                             

許 可 の 条 件：                             

許 可 番 号：                             

事 業 所 の 名 称： 北九州市響灘西地区廃棄物処分場             

所 在 地： 北九州市若松区大字小竹地先               

 

４ 受注者は、発注者から委託された産業廃棄物の積替えを行わないものとする。 

（適正処理に必要な情報の提供） 

第５条 発注者は、産業廃棄物の適正な処理のために必要な以下の情報を、あらかじめ書面をもっ

て受注者に提供しなければならない。以下の情報を具体化した「廃棄物データシート」（環境省の

「廃棄物情報の提供に関するガイドライン」（第２版）を参照）の項目を参考に書面の作成を行う

ものとする。 

ア  産業廃棄物の発生工程 

イ  産業廃棄物の性状及び荷姿 

ウ  腐敗、揮発等性状の変化に関する事項 

エ  混合等により生ずる支障 

オ  日本工業規格 C0950 号に規定する含有マークが付された廃製品の場合には、含有マ

ーク表示に関する事項 

カ  その他取扱いの注意事項 

２ 発注者は、委託契約期間中、適正な処理及び事故防止並びに処理費用等の観点から、委託する

産業廃棄物の性状等の変更があった場合は、受注者に対し速やかに書面をもってその変更の内容

及び程度の情報を通知する。 

なお、受注者の業務及び処理方法に支障を生ずるおそれがある場合の性状等の変動幅は、製造

工程又は産業廃棄物の発生工程の変更による性状の変更や腐敗等の変化、混入物の発生等の場合

であり、発注者は通知する変動幅の範囲について、あらかじめ受注者と協議のうえ定めることと

する。 

３ 発注者は、委託する産業廃棄物の性状が書面の情報のとおりであることを確認し、受注者に引

き渡す容器等に表示する（環境省の「廃棄物情報の提供に関するガイドライン」（第２版）の「容

器貼付用ラベル」参照）。 

４ 受注者は、発注者の記載する産業廃棄物のマニフェストの記載事項に虚偽又は記載漏れがある



場合、委託物の引き取りを一時停止し、マニフェストの記載修正を発注者に求め、修正内容を確

認の上、委託物を引き取ることとする。 

５ 発注者は、次の産業廃棄物について、契約期間内に以下に定めるとおり、公的検査機関又は環

境計量証明事業所において「産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法」（昭和４８年２月環境庁告

示第１３号）による試験を行い、分析証明書を受注者に提示する。 

産 業 廃 棄 物 の 種 類：  汚 泥                   

提示する時期又は回数：  年１回                   

（委託料の支払） 

第６条 受注者は、発注者により委託業務の履行を完了した確認を受けた後に、発注者の指定する

方法により、３ヶ月に１回、委託料を請求するものとする。 

２ 発注者は、受注者から委託料の請求があったときは、適法な支払請求書を受理した日から起算

して３０日以内に受注者に支払うものとする。 

３ 発注者の責に帰すべき理由により委託料の支払いが遅れた場合においては、受注者は、遅延日

数に応じ、未受領金額につき、当該契約を締結した日における政府契約の支払遅延防止等に関す

る法律（昭和 24 年法律第 256 号）第８条第１項に規定する財務大臣が決定する率を乗じて計算し

た金額の遅延利息の支払いを発注者に請求することができる。 

（契約保証金の還付） 

第７条 発注者は、受注者の委託業務の履行を担保する必要がなくなったときは、受注者に契約保

証金を還付する。ただし、契約保証金には利子を付さないものとする。 

（業務計画書等の提出） 

第８条 受注者は、委託業務の実施（処理）に当たり、あらかじめ業務対象（内容）を調査の上、

業務計画書等を作成し、発注者に提出してその承認を受けなければならない。 

２ 発注者は、前項の受注者から提出された業務計画書等の内容に不適当な箇所があると認めると

きは、受注者に指示して、当該箇所の変更又は修正をさせることができる。 

（報告義務等） 

第９条 受注者は、速やかにマニフェスト及び仕様書に定める業務報告書を作成して発注者に提出

し、委託業務の実施結果及び処理状況を報告しなければならない。 

２ 受注者は、委託業務の実施（処理）に当たって事故が発生したとき、又は発生するおそれがあ

ると認めるときは、直ちに発注者に通知するとともに、事故に対し十分の措置を講じなければな

らない。 

３ 受注者は、仕様書に定める方法以外の方法で委託業務を処理する必要が生じたとき、又は委託

業務に付随して実施する必要のある業務が生じたときは、発注者に、直ちにその旨を報告し、発

注者と協議して業務を実施するものとする。 

（調査等） 

第 10 条 発注者は、受注者の委託業務の実施（処理）状況について随時に調査し、必要な報告を求

め、又は監督するとともに、受注者に必要な指示をすることができる。 

（再実施の請求等） 

第 11 条 発注者は、受注者の実施（処理）した委託業務が仕様書に定めるところに適合しないとき

は、受注者にこれに適合させることを請求し、受注者は、再実施（処理）による履行の追完をし

なければならない。 

（従事者の配置等） 

第 12 条 この委託業務に従事する受注者の職員（以下「従事者等」という。）については、仕様書

に定めるところにより、事前に必要書類を提出しなければならない。 

２ 受注者は、やむを得ない理由により従事者等の異動又は交替を行う場合は、事前に発注者に通

知しなければならない。 

（従事者等の指導・監督等） 

第 13 条 受注者は、最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号）等労働関係法令を遵守するものとし、

従事者等に関する指導監督及び人事管理又は労働関係法令上の一切の責任を負うものとする。 



２ 受注者は、委託業務を完全に履行するため、業務責任者を定め、委託業務の遂行に当たっての

指導監督をさせなければならない。 

（契約の変更等） 

第 14 条 発注者は、必要がある場合は、受注者と協議の上、この契約の全部又は一部を解除し、若

しくは変更し、又はその履行を一時中止させることができる。 

２ 前項の場合において、受注者が損害を受けたときは、発注者は、その損害を補償するものとし、

その補償額は、発注者と受注者協議して定める。 

３ 第１項の規定により契約内容を変更する場合において、委託料が増加するときは、その増加の

割合に応じて契約保証金の金額を変更するものとする。 

（天災その他不可抗力による契約内容の変更） 

第 15 条 契約締結後において、天災事変その他の不測の事件に基づく日本国内での経済情勢の激変

により契約内容が著しく不適当と認められるに至ったときは、その実情に応じ、発注者又は受注

者は、相手方と協議の上、委託料その他の契約内容を変更することができる。 

２ 前条第３項の規定は、前項の規定による契約内容の変更の場合に準用する。 

（発注者の解除権） 

第 16 条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、催告をすることなく

この契約の全部又は一部を解除することができる。この場合において、受注者に損害を与えても、

発注者は、その補償の責めを負わない。 

(1) 委託業務の実施が著しく不適当若しくは不誠実であることが明らかであり、又はこの契約を

完全に履行する見込みがないとき。 

(2) 発注者に対し、不法行為（故意又は重大な過失によるものに限る。）を行ったとき。 

(3) 市の登録業者として不適当と認められる行為があったとき。 

(4) この契約の締結又は履行に当たり、不正の行為があったとき。 

(5) 国税、地方税その他公課の滞納処分を受け、又は強制執行を受けるおそれがあり、そのこと

によりこの契約を完全に履行する見込みがないとき。 

(6) 第２０条の規定によらないで、受注者から契約解除の申出があったとき。 

(7) 第３１条又は第３４条の規定に反する行為を行ったことを発注者が認めたとき。 

(8) 前各号に掲げるもののほか、この契約又は北九州市上下水道局契約規程（昭和３９年北九州

市水道局管理規程第２５号）により準用する北九州市契約規則（昭和３９年北九州市規則第２５

号）に違反し、その違反によりこの契約の目的を達することができないとき。 

２ 前項の規定によりこの契約を解除したときは、契約保証金は、発注者に帰属する。ただし、契

約保証金を納付していないときは、受注者は委託料の１００分の５に相当する金額を違約金とし

て発注者に納付しなければならない。 

３ 受注者が、この契約に定める条項に違反した場合で、契約を解除するまでに至らなかったとき

は、発注者は、受注者に支払うべき委託料を減額して支払うことができる。この場合における減

額の割合については、発注者の認定によるものとし、受注者はこれに異議を申し立てないものと

する。 

（暴力団関与の場合の解除権） 

第 17 条 発注者は、受注者が、次の各号のいずれかに該当するときは、催告をすることなくこの契

約を解除することができる｡この場合において、解除により受注者に損害があっても、発注者はそ

の損害の賠償の責めを負わないものとする。 

(1)  役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、受注者

が法人である場合にはその役員、その支店又は常時物品等供給契約を締結する事務所の代表者その

他経営に実質的に関与している者をいう。以下この項において同じ。）が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下この項

において「暴力団員」という。）であると認められるとき。 

(2)  役員等又は使用人が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定



する暴力団をいう。以下この項において同じ。）又は暴力団員を利用するなどしていると認められ

るとき。 

(3) 役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしていると

認められるとき。 

(5) 役員等又は使用人が暴力団又は暴力団員と密接な交際を有し、又は社会的に非難されるべき関

係を有していると認められるとき。 

(6) 暴力団員であることを知りながら、暴力団員を雇用し、又は使用しているとき。 

(7) 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方が第１号から第６号までのいずれかに該当する

ことを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

(8) 受注者が、第１号から第６号までのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方

としていた場合（第７号に該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を

求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

２ 前項の規定により発注者がこの契約を解除した場合は、受注者は委託料の１０分の１に相当す

る金額を違約金として発注者に納付しなければならない。 

３ 前項の場合において、契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、

発注者は当該契約保証金又は担保をもって違約金に充当することができる。 

（談合その他不正行為の場合の解除権） 

第 18 条 発注者は、受注者（受注者が法人の場合にあっては、その役員を含む。第２４条において

同じ。）又は受注者の使用人（支店若しくは営業所（常時物品等供給契約を締結する事務所をいう。）

を代表する者で役員を除く。第２４条において同じ。）がこの契約に関し次の各号のいずれかに該

当するときは、催告をすることなく契約を解除することができる。 

(1) 刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の３又は第１９８条の規定による刑が確定したと

き。 

(2) 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁

止法」という。）第３条、第６条又は第１９条の規定に違反したことに対する同法第４９条に規

定する排除措置命令（排除措置命令がなされなかった場合にあっては、同法第６２条第１項に

規定する納付命令）が確定したとき。  

（予算の減額又は削除に伴う解除等） 

第 19 条 この契約は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の３の規定による長期継続

契約であるため、本契約締結日の属する年度の翌年度以降において、歳出予算の当該金額につい

て減額又は削除があった場合、第１４条第１項及び第２項の規定にかかわらず、発注者は、この

契約を変更し又は解除することができる。 

（受注者の解除権） 

第 20 条 受注者は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、事前に通知してこの契約を

解除することができる。 

(1) 第１４条第１項の規定により、発注者が履行を一時中止させる場合において、その中止期間

が３月以上に及ぶとき、又は契約期間の３分の２以上に及ぶとき。 

(2) 第１４条第１項の規定により、発注者が契約内容を変更しようとする場合において、当初の

委託料の２分の１以下に減少することとなるとき。 

２ 受注者は、前項の規定により契約を解除した場合において、損害があるときは、その損害の賠

償を発注者に請求することができる。 

（違約金等の徴収方法） 

第 21 条 発注者は、この契約に基づき受注者から違約金等を徴収することができるときは、受注者

に支払うべき委託料から控除し、なお不足額があるときは、これを受注者から追徴することがで

きる。 

（損害賠償責任） 



第 22 条 受注者は、この委託業務の実施（処理）に当たり、受注者の責めに帰すべき理由により、

発注者（発注者の財物を含む。）に損害を与えたときは、発注者に対し、損害賠償の責めを負うも

のとする。 

２ 受注者は、受注者の責めに帰すべき理由により、第三者（発注者の職員を含む。）の身体又は財

物に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（免責事項） 

第 23 条 受注者は、次に掲げる場合に起因する損害については、賠償の責めを負わない。 

(1) 天災事変、暴動その他不可抗力による場合 

(2) 建造物、施設若しくは物品（以下「建造物等」という。）自体のかし又は建造物等に係る発

注者の管理のかしに基づく場合 

(3) 受注者がこの委託業務の実施中に、発注者（発注者の職員を含む。）の故意又は過失により第

三者の身体又は財物に損害を与えた場合 

（談合等に伴う損害賠償） 

第 24 条 受注者は、受注者又は受注者の使用人がこの契約に関し第１８条各号のいずれかに該当し

たときは、同条の規定による契約の解除の有無又は業務の完了の有無にかかわらず、発注者に対

する損害賠償として委託料の１０分の１に相当する額を支払わなければならない。 

２ 前項の規定は、発注者に生じた損害の額が同項に規定する損害賠償の額を超える場合において

は、当該超過分について発注者が受注者に請求することを妨げるものではない。 

３ 第１７条第３項の規定は、第１項の賠償金（第１８条の規定による解除があった場合に限る。）

について準用する。 

（業務従事者損害の負担） 

第 25 条 委託業務の実施（処理）に当たって、受注者の従事者等が損害を受けたときは、すべて受

注者の負担とする。ただし、発注者の責めに帰すべき理由によるときは、この限りでない。 

（保証人への履行請求） 

第 26 条 受注者が保証人を立てたときは、発注者は、受注者が委託業務を完全に履行する見込みが

ないと認めるとき、又はこの契約に違反して契約の目的を達することができないと認めるときは、

保証人に対し、委託業務の履行を請求することができる。ただし、発注者は、第１６条第１項の

規定によりこの契約を解除することを妨げられない。 

２ 保証人は、前項の規定による請求があったときは、受注者に代わってその履行の責めを負うも

のとする。 

３ 発注者は、第１項の規定により委託業務の履行を請求したときは、受注者がその請求のときま

でに履行した部分で、発注者の検査に合格したものに対する委託料については受注者に支払い、

保証人が自ら履行した部分については、当該部分に対する委託料を保証人に直接支払うものとす

る。 

（施設等の供与） 

第 27 条 発注者は、受注者が委託業務を実施（処理）するに当たり、必要と認める範囲の施設及び

物件等を受注者に無償で供与するものとする。 

２ 発注者は、受注者が委託業務を実施（処理）するために直接必要とする電力、用水等があると

きは、受注者に無償で供給するものとする。 

３ 受注者は、前２項に規定するものを除き、この委託業務を実施するために必要な費用をすべて

負担するものとする。 

（解除等に伴う措置） 

第 28 条 この契約が解除され、又は契約期間が満了したときは、受注者は、発注者の指定する期間

内に、次に掲げる措置をとらなければならない。ただし、発注者が受注者と再度この委託契約を

締結したとき、又は発注者が措置する必要がないと認めたときは、この限りでない。 

(1) 発注者から供与された施設及び物件等があるときは、速やかに原状に復して、発注者に返還

又は明渡しをすること。 

(2) 発注者の施設及び物件等に委託業務を実施（処理）するために必要な機械器具等を設置して



いるときは、速やかに原状に復して、発注者に返還又は明渡しをすること。 

２ 受注者が、正当な理由がなく発注者の指定する期間内に前項の措置をとらないときは、発注者

は、受注者に代わって当該物件の処分その他の措置を行い、施設及び物件等を原状に復すことが

できる。この場合において、受注者は、発注者の措置等に対して異議を申し立てることができな

いものとし、発注者の措置等に要した費用を負担しなければならない。 

（契約を解除した場合の処理されない産業廃棄物の取扱い） 

第 28 条の 2 発注者又は受注者から契約を解除した場合において、本契約に基づいて発注者から引

き渡しを受けた産業廃棄物の処理が未だに完了していないものがあるときは、受注者又は発注者

は、次の措置を講じなければならない。 

(1) 受注者の義務違反により発注者が解除した場合 

イ 受注者は、解除された後も、その産業廃棄物に対する本契約に基づく受注者の業務を遂行す

る責任は免れないことを承知し、その残っている産業廃棄物についての収集・運搬の業務を自

ら実行するか、又は発注者の承諾を得た上で、許可を有する別の業者に自己の費用をもって行

わせなければならない。 

ロ 受注者が他の業者に委託する場合に、その業者に対する報酬を支払う資金が受注者にない 

ときは、受注者はその旨を発注者に通知し、資金のないことを明確にしなければならない。 

ハ 上記ロの場合、発注者は、当該業者に対し、差し当たり、発注者の費用負担をもって受注者 

のもとにある未処理の産業廃棄物の収集・運搬を行わしめるものとし、受注者に対して、発注 

者が負担した費用の償還を請求することができる。 

(2) 発注者の義務違反により受注者が解除した場合 

受注者は発注者に対し、発注者の義務違反による損害の賠償を請求するとともに、受注者の

もとにある未処理の産業廃棄物を、発注者の費用をもって当該産業廃棄物を引き取ることを要

求し、もしくは受注者の費用負担をもって発注者の事業場に運搬した上、発注者に対し当該運

搬の費用を請求することができる。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第 29 条 受注者は、この契約から生ずる一切の権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承継させ

又は担保に供してはならない。ただし、あらかじめ発注者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

（再委託の禁止） 

第 30 条 受注者は、受託した業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、あら

かじめ書面により発注者の承認を得て法令の定める再委託基準に従う場合は、この限りではない。 

（秘密の保持） 

第 31 条 受注者は、委託業務の実施（処理）上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

（特許権等の使用） 

第 32 条 受注者は、委託業務を実施（処理）するに当たり、特許権、実用新案権、意匠権その他法

令に基づき保護される第三者の権利の対象となっている施行方法を使用するときは、その使用に

関する一切の責任を負わなければならない。 

（緊急時の措置） 

第 33 条 発注者は、この委託業務の実施（処理）に当たり緊急に必要と認めるときは、受注者に対

し、臨機の措置をとることを求めることができる。 

（個人情報の保護） 

第 34 条 受注者は、個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」

という。）第２条第１項に規定する個人情報をいう。以下同じ。）の保護の重要性を認識し、委託

業務の実施（処理）に当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正

に取り扱わなければならない。 

２ 受注者は、委託業務の実施（処理）により知り得た個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止そ

の他の個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

３ 受注者は、委託業務を実施（処理）するために個人情報を取得する場合は、法第２０条に基づ

き、偽りその他不正な手段により取得してはならず、また、法第１８条に基づき、あらかじめ本



人の同意を得ずにその業務の目的の達成のために必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱っては

ならない。 

４ 受注者は、委託業務の実施（処理）により知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に利用してはならない。 

５ 受注者は、委託業務を実施（処理）するに当たって個人情報が記録された文書、磁気ディスク

その他これらに類するものを、発注者の承諾なしに複写し、又は複製してはならない。 

６ 受注者は、委託業務の実施（処理）上得た個人情報が記録された文書、磁気ディスクその他こ

れらに類するものについて、業務完了後直ちに発注者に返却するか又は発注者の立会いのもとに

廃棄しなければならない。 

７ 受注者は、委託業務の従事者に対し、法第１７６及び第１８０条に定める罰則の適用について

周知するとともに、個人情報の漏えい防止等個人情報の保護に関し必要な事項の周知を徹底させ

なければならない。 

８ 受注者は、個人情報に関し事故が発生したとき又は発生するおそれのあることを知ったときは、

速やかに発注者に報告しなければならない。 

（契約の費用） 

第 35 条 この契約の締結に要する費用は、受注者の負担とする。 

（協議） 

第 36 条 この契約に定めのない事項については、北九州市上下水道局契約規程により準用する北九

州市契約規則によるものとし、同規則に定めのない事項については、発注者と受注者協議して決

定する。ただし、協議が成立しないときは、発注者の定めるところによる。 


